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Abstract
This paper analyzes the production strategies of local footwear manufacturers in the Philippines
against the inflow of foreign cheap products into the local market since mid-1990s using macro
and micro fieldwork data. Most previous research has insisted that the reason why Philippine
footwear manufacturing has been declining since the beginning of WTO is mainly due to their
low-tech production. This is partly correct when considering the lower class market but incorrect
when applying an analysis to the middle class market. At the level of the middle class market,
many local manufacturers are still operating in spite of an increase of the inflow of cheap foreign
products. Analysis shows that their production strategies are determined by the scale of
production. Smaller manufacturers tend to continue with manual production and less investment
so that they can maximize their profits. On one hand, they take strategies that minimize their
risks in footwear manufacturing but they are also likely to diversify into other businesses. On the
other, bigger manufacturers donʼt stop to compete with foreign cheap products, which shows that
they are willing to invest in machinery and use outsourcing to strengthen their competitiveness.
This paper shows that instead of diversification, they tend to concentrate on footwear
manufacturing in order to build good relationships with good buyers and some achieve vertical
integration with retail businesses.
Keywords: local industry, footwear, globalization, labor-intensive manufacturing, diversification
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は じ め に
フィリピンにおける靴の生産拠点であるマニラ首都圏マリキナ (Marikina) 市の製靴業は，
19 世紀後半から続く地場産業として地域経済を支えてきたが，1990 年代半ば以降に進展した
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1 ) フィリピンは，AFTAを 1993 年に締結し，引き続いてWTOへは 1995 年に加盟した。
2 ) 牧野氏の定義では，集積の利益を得られる産業集積のこととされている。
の 7 割が中企業3)以下，地場産業での労働者数は 20〜30% と推計されており [佐竹 1998]，
全事業者の 9割以上が従業員数 10 人未満のマイクロ企業で，さらにはインフォーマルセク






ロヨ政権 (2001〜2010 年) では，2002 年の 10ポイントアジェンダ (Ten Point Agenda) に
おいて，第 1項目で SME向け融資を 3倍にすること，100万〜200万ヘクタールの土地開発
によって 6 年間に 600 万人の雇用を創出することが掲げられ，それに基づいて貿易産業省
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3 ) フィリピン貿易産業部 SMED Council の定義では，総資産額 300万ペソ以下，従業員数 10 人未満




































WTOに加盟した 1995 年の 50%から，翌年 1996年には 30%に，その後も段階的に引き下げ






















出所：National Statistics Office, Philippines. Foreign Trade Statistics.























































































































































は，1997 年から 2006年の 10 年間一貫して中国 (香港を含む) であるものの，それほど急激
に増加しているとはいえず，ほぼ横ばいである。しかし，アジア各国の靴輸入の総額の推移と，
対中国輸入額と中国から各国への輸出額の推移を併記し，両者の乖離 ((A)−(B)) を集計し













































































































































































































































圏に靴小売店 3店舗を経営する E氏へのインタビュー (2007 年 9 月実施) では，彼女が母親
から店の経営権を譲りうけた 1996年の時点では，店の商品の 80〜90%がマリキナ産であった





(Bayani F. Fernando) 氏9)が 1992 年に市長に就任し，低価格製品生産の担い手であった未登
録業者を摘発し，未登録での事業存続が認められなくなったことである｡10) その結果，多くの





9 ) 愛称は BF。市長を務めたのは，1992 年 6月から 2001 年 6月までの 3期。マリキナ市において，
財政再建や不法占拠者の一掃，商業振興等により，都市の健全化及び活性化を達成した。その実績
をアロヨ大統領に買われ，2002 年にマニラ首都圏開発庁長官に就任，現在に至る。




































指摘されているところである [Rafael 2000 など]。
3．マリキナ製靴業の歴史的変遷
マリキナの製靴業の歴史は，1887 年ドン・ロレアーノ・ゲバラ (Don Laureano Guevara)
という人物が，マニラ市で購入した輸入靴の模倣品を作ることに成功したことに始まる｡13) 当
時マリキナは川の氾濫する低湿地で，基幹産業が他になかったため，彼の勧めにより，製靴業
が普及し，根づいていくこととなった。1933 年までに約 350 の製靴業者がマリキナに集積し
たが，1943 年に日本の軍事統治が始まると，市場は崩壊し，一方では原材料や資本の不足に
より，製靴業者も供給能力を奪われた。終戦後，市は資本金 50万ペソで，「フィリピン製靴組







チック，ゴム等の素材でできた靴) のシェアも増加していった [City Planning and Develop-
ment Office, Marikina City Hall, The History of Marikina Shoes]。
マルコス期の 1980 年代初頭がマリキナ製靴業の黄金時代で，靴収集家として有名だった大
統領夫人のイメルダが，国内産の靴を国際イベントに履いて行ったりしてフィリピン産をア
ピールし，知名度向上に寄与した15) [Bravo 2007]。しかし，1983 年のアキノ暗殺事件以降，
フィリピンは政治的不安定による経済不況に陥るとともに，製靴業も徐々に国際競争力を失っ





き 1990 年代前半の好況へと繋がった。しかし，フェルナンド市政開始，WTO 加盟に伴う関
税引き下げ等により状況が一変し，当産業始まって以来の危機を迎えることとなった。
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13) 但し，スリッパや木靴の製造は秘密裏に 1887 年以前から製造されていた [Bravo 2007]。
14) 対米蛇皮シューズの輸出に関しては，日本の総合商社の三菱商事㈱も主要な担い手の 1つであった



















16) 図 1 を見れば明らかであるが，原材料サプライヤー F社，A社への聞き取り調査 (それぞれ 2009
年 1 月 19日，2009 年 1 月 23日実施) でも一時的な参入業者増加が指摘された。
17) 業界関係者への聞き取り結果である 90 年代半ばの製靴業者全体で 3,000 社超という数字から，90
年代半ばの 500 社超の登記業者数を除けば，当時の未登記業者数は 2,500 社程度ということになる。





































シップメントの期間として 3週間かかるため，合計 6週間となり，すなわち納期が約 2倍かかるこ
とを意味する。貿易手続き上のトラブル，不備があれば，さらにその期間は延びる。
20) R 社やM社等，中国の製靴業者へ靴生産を発注している複数の流通業者への筆者インタビュー調
査 (2009 年実施) による。










筆者は，本稿が基づく調査として，2007 年 2 月から 3月，2007 年 8月から 9月，及び 2008


































































































































































n a.n. a.n. a.n. a.合計歳入額 226.6M220M202M183M166M140M130Mn. a.n. a.n. a.n. a.
出所：[Business Permits and Licensing Office, Marikina City Hall]


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































2 代目以上が 19 社あり，また名目上は創業者であっても，実質的に子や兄弟姉妹，娘婿など

































うという下請分業生産 [関・大塚 2001] とは一線を画した生産構造であるといえる｡25)
製靴業者は，社内一貫生産体制を基本としているものの，工程ごとの生産手段については，
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24) 2007 年 6月に行ったタイ・バンコクでの筆者によるフィールドサーベイでも，当地の製靴業におい
て同様の生産構造が支配的であることを観察している。
25) 神戸市長田区にある日本ケミカルシューズ工業組合の調べでは，2001 年に，神戸市内の製靴業者は
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34) Morato [2005] によれば，木製のラストは，価格が 120〜125ペソで，1日 16〜18 足の使用で，耐



























インソールを機械裁断する 30 業者のうち，29 業者がソールも機械化していた。












表 6 売上高別のマニュアル生産の業者数の分布 (単位：社)
サンプル
数


























































































6-1 アッパー裁断 6-2 インソール裁断








が，そのうち 19 社が 2,000万ペソ未満の売上高であり，平均売上高も 1,000万ペソと抜きんで
て小さかった。特に，売上高 500万ペソ未満では，全 8社が木製ラストのみを使用していた。
それに対して，木製とプラスチック製を併用する業者の平均売上高は 4,100万ペソ，プラス









































































































































































































がもっとも小さく 1,000万ペソ，次に 200万ペソの差で②が続くが，その次の④は 2,100万ペ





模の平均に 2倍以上の差があり，また，2,000万ペソ未満の売上高の業者全 29 社のうち，①・
②のグループの業者が 23 社と，圧倒的多数派であるのに対し，売上高 2,000万ペソ以上の業

















































































































































































ちの 2 社は，自社工場の一角で細々と販売37)している程度で，残りの 4 社も，百貨店の靴売
り場の陳列棚を自社ブースとして販売委託38)しているのが実態である。したがって，主要な
販売ルートにまではなっておらず，大規模業者が自社小売店舗網を保有し，主要な販売手段と
しているのとは，性質が大きく異なる。一方，売上高 3,000万ペソ以上の業者は 11 社のうち，















































































































































JA 社 (表 4 の No. 16) は，婦人向けパンプス及びサンダルを製造している推定売上高 900
万ペソ，常勤労働者数 16人の比較的小規模な業者で，経営者は 60 代男性で創業者である。操
業 40 年の老舗であり，1990 年代後半頃までは，中価格帯市場向け製品だけでなく，安いゴム
サンダル等を低価格帯市場向けに供給していたようであるが，格安の輸入品に太刀打ちできず
現在は止めている。主要取引先は，大手製靴業者 2社，ブティック 1 社，百貨店 1 社の 4社で，


















































































































































が整わない限り，新規事業に着手しない行動様式と定義した [佐竹 1998: 155-156]。
43) 1992 年に市長就任したバヤニ・フェルナンド氏とその後継で妻の前市長マリア・C・フェルナンド
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44) Romijn [2001] は，同業者組織は，構成員に大規模受注への対応力や技術革新を促す効果があり，
そのような自助的組織の組成を促すことが重要としている。
皿となっていくことが望まれる。
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